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アルミ産業成長力強化戦略推進事業 アルミサンドボックス事業補助金 交付要綱 

 

（通則） 

第１条 この要綱は、公益財団法人 富山県新世紀産業機構（以下「機構」という。）が、富山

県の補助を受けて実施するアルミ産業成長力強化戦略推進事業に係るアルミサンドボッ

クス事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 機構は、本県のアルミ関連産業における新たな事業の創出を促進するため、次に掲げ

るいずれかの課題の克服に向けた取組み（以下「アルミサンドボックス事業」という。）を

行う中小企業を支援するものとする。 

(1)  新たな技術開発、製品化・事業化、資材調達、販路拡大等の事業活動を阻害してい

る法的な規制、技術的な規格の制限、商習慣に基づく自主規制その他の社会的制約 

(2)  単独企業では実施が困難なアルミ関連産業活性化のためのアイディアや技術的課題 

 

（補助金の交付） 

第３条 機構は、前条の目的に資するため、富山県内に事業所を有しアルミ関連産業に携わ

る中小企業等で構成されるグループ（以下単に「グループ」という。）が実施するアルミサ

ンドボックス事業に要する経費の全部又は一部に対し、予算の範囲内において補助金を交

付するものとする。 

 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、アルミサンドボックス事業を実施するグループの代表企業（以下単

に「代表企業」という。）とする。 

 

（補助対象経費及び補助率） 

第５条 この補助金の補助対象経費及び補助率及び補助限度額は、別表に定めるとおりとす

る。 

２ この補助金の交付額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とする。ただし、補助金

の交付額は補助限度額を超えないものとし、算出された合計額に１円未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、アルミ産業成長力強化戦略推進事業 アルミサ

ンドボックス事業補助金 交付申請書（様式第１号）を機構に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は補助金の対象としないものとする。 
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(1) 役員等（補助事業者が個人である場合にはその者を、補助事業者が法人である場合に

はその役員又はその支店若しくは常時研究開発の契約を締結する事務所の代表者をいう。

以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」と

いう。）であると認められるとき。 

(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴

力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると

認められるとき。 

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用した等と認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接

的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。 

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

(6) 役員等が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用していると

き。 

 

（交付の決定） 

第７条 機構は、代表企業から補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の

審査及び必要に応じて現地調査その他の手段（以下「審査等」という。）による調査を行い、

補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定をしなければなら

ない。 

 

（交付条件） 

第８条 補助金の交付に附する条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 補助事業（前条に規定する交付の決定を受けた補助金に係るアルミサンドボックス事

業をいう。以下同じ。）の経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合は、アルミ産

業成長力強化戦略推進事業 アルミサンドボックス事業補助金 変更承認申請書（様式

第２号）を機構に提出し、その承認を受けること。ただし、次条に規定する軽微な変

更については、この限りでない。 

(2) 補助事業を中止又は廃止する場合は、アルミ産業成長力強化戦略推進事業 アルミサ

ンドボックス事業補助金 中止（・廃止）承認申請書（様式第３号）を機構に提出し、

その承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となった場合

は、速やかに機構に報告してその指示を受けること。 
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(4) 前各号のほか、補助事業等の遂行につき必要と認められる条件 

 

（軽微な変更） 

第９条 前条第１号ただし書の規定による軽微な変更とは、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 事業の目的及び効果に影響を及ぼさない範囲での内容の変更 

(2) 補助事業に要する経費の 20パーセント以内の変更 

 

（交付の取消し等） 

第 10条 機構は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消し、補助事業者に対し補助金を交付しない、又は交付している補助

金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

(1) この要綱に違反したとき。 

(2) 補助事業を遂行することが困難であると機構が認めたとき。 

(3) 補助事業を継続する意思がないものと機構が認めたとき。 

 

（補助事業遂行状況報告） 

第 11条 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について機構から要求があったとき

は、速やかにアルミ産業成長力強化戦略推進事業 アルミサンドボックス事業補助金 遂行

状況報告書（様式第４号）を機構に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 12条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の中止若しくは廃止の承認を

受けたときは、補助事業が完了し、又は補助事業の中止若しくは廃止の承認を受けた日か

ら７日以内に、アルミ産業成長力強化戦略推進事業 アルミサンドボックス事業補助金 実

績報告書（様式第５号）に必要書類を添えて、機構に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 13条 機構は、前条の報告を受けたときは、報告書等の審査及び必要に応じて行う現地調

査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付し

た条件に適合するものであるかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金等

の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第 14 条 前条に定める額の確定後、補助事業者がアルミ産業成長力強化戦略推進事業 アル

ミサンドボックス事業補助金 補助金交付請求書（様式第６号）を提出したとき、機構は補

助金を支払うものとする。 
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（補助金の経理） 

第 15条 補助事業者は、補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書

類を整備し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年

間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第 16条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関し必要な事項は機構が別に定

める。 

２ 補助事業者は、特別の事情により本要綱に定める方法、手続きによることができない場

合には、あらかじめ機構の承認を受けて、その定めるところによるものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年７月 30日から施行する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にある改正前の様式による申請書、報告書及び請求書について

は、令和３年度事業に関するものに限り使用することができるものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表 

対象経費 補助率 

・消耗品費、工具器具費のうち税込単価 10万

円未満のもの、（機械装置の）リース料・レ

ンタル料、外注費、通信運搬費、旅費、共同

研究費（委託研究費を含む）。 

・補助対象経費には、消費税及び地方消費税

の額は含まないものとする。 

１０／１０ 

補助限度額 

５０万円 

（取組み内容が業界全体に影響を与えるな

ど、波及効果が高いと認められるときは、

１００万円） 

 


